
参 考 資 料  

① 医療費適正化の総合的な推進  
について  
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医療費増加の構図  
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1人当たり老人医療費の診療種別内訳（全国平均との差）  
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福北大長広高石京佐沖鹿熊大香山岡兵東徳愛愛福和富奈宮滋鳥埼秋福神岐宮青島群岩山三茨栃千静新山長  

岡海阪崎島知ノーl都賀縄児本分川口山庫京島知媛井歌山良崎賀取玉田島奈阜城森根馬手梨重城木葉岡潟形野  
道  島  山  川  
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生活習慣病の医療費と死亡数割合  

生活習慣病は、国民医療真の約3割を占め、死亡数割合では約6割を占める。  

脳血管疾患13．0％   

（注）国民医療費（平成15年度）、わが国の慢性透析療法の現況（2003年12月31日）等により作成  （注）人口動態統計（平成15年）により作成  ：つ   



医療提供体制の各国比較（2003年）  

国名   平均在院   人口千人当   病床百床当た   人口千人当   病床百床当た  
司 人口千人当た  日数   たり病床数   り医師数   たり医師数   り看護職員数   り看護職員数   

眉 田本   36．4   14．3   
13．7   2．0   54．0   7．8 

（2002）   （2002）   （2002）   （2002）屋   

ドイツ  
10．9   8．9   37．6   

3．4   
108．6   

（2002）   （2002）   （2002）  （2002）   
●  

眉  芦  

フランス  13．4   7．7   
42．5  

3．4   
91．1  

巨  （2002）  （2002）   
7．3   

49．7  224．0  
イギリス  7．6   4．2  

（2002）   
2．2  

（2002）  
9．7   

ア刈力  6轟 5   3．3   
66．8   2．3   233．0   7．9  

巨  
（2002）   （2002）   （2002）   （2002）旨   

（出典）二「OECD Health Data 2005」  

※ 病床百床当たり医師数、病床百床当たり看護職員数については医師数、看護職員数を病床数で単純に割って百をかけた数値である。  
※ 平均荏院日数の算定の対象病床はOECDの統計上、以下の範囲となっている。  

田本：全病院の病床 ドイツ：急性期病床、精神病床、予防治療施設及びリハビリ施設の病床（ナーシングホームの病床を除く）  

フランス：急性期病床、長期病床、精神病床、その他の病床 イギリス：NHSの全病床（長期病床を除く）  

アメリカ：AHA（AmericanHospitaIAssociation）に登録されている全病院の病床  
閥   
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中長期的な医療貴通正化方策  
基本的な考え方   

◎ 平成20年度を初年度とする医療費適正化計画（5年計画）において、政策目標を掲げ、医療費の伸びを適正化   

一 生活習慣病予防の徹底→政策目標：生活習慣病有病者・予備群を25％減少（平成27（2015）年度）  
・平均在院日数の短縮 → 政策目標：全国平均（36日）と最短の長野県（27日）の差を半分に縮小（同上）  

都道府県  共同作業  

○ 都道府県医療費適正化計画の作成  

○ 事業実施  

（生活習慣病対策）   

■保険者事業（健診1保健指導）の指導   

一市町村の啓発事業の指導  

（在院日数の短縮）  

・医療機能の分化・連携の推進、在宅医療の推進  

・病床転換の支援  

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成22年度）．、   

実績の評価（最終年の翌年・平成25年度）  

① 全国医療費適正化計画▲医療費適正化基本方針の作成   

① 都道府県における事業実施への支援   

田平均在院日数の短縮に資する診療報酬の見直し   

臨医療提供体制の整備   

虚人材養成   

脳病床転換に関する財政支援   

① 計画の進捗状況の評価（中間年・平成22年度）．、   

実績の評価（最終年の翌年・平成25年度）  

（※）については中間年における進捗状況の評価暗も同様  

保険者   

①保険者に、40歳以上の加入者に対して、糖尿病等に着目した健康診査及び保健指導の実施を義務付け   



医療費適正化計画のサイクル  

平成20年度 21  27  28  29  

（
全
国
・
都
道
府
県
特
例
）
 
 

診
療
報
酬
改
定
 
 

実
績
の
評
価
 
 

第1期  

⊥
？
 
 
 

“
ま
え
た
第
2
期
に
お
け
る
政
策
目
 
 

■
 
 
 

「
－
●
■
1
－
－
－
■
■
－
■
■
■
■
■
●
■
■
－
■
－
■
t
■
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■
 
■
 
 

盲
2
期
計
画
の
作
成
準
備
…
 
 

二
こ
の
時
点
で
の
進
捗
状
況
等
を
踏
‖
 
 
‖
 
 

－
 
 

実
績
の
評
価
 
 

第2期  



医療貴通正化計画の仕組み  

医療費適正化基本方針  

堵β道府県医療貴適正化計画の目標の参酌標準  

・都道府県医療貴適正化計画の作成、評価に関する基本的事項等  

全国医療貴適正化計画（期間5年）  都道府県医療糞適正化計画（期間5年）  

※市町村と協議  

・都道府県における目標  

一住民の健康の保持の推進に関する目標  

一医療の効率的な提供に関する目標  
■目標達成のために都道府県が取り組むべき施策  

■保険者、医療機関その他の関係者の連携・協力  
・計画期間の医療真の見通し 等  

・国が達成すべき目標  

一国民の健康の保持の推進に関する目標  
一医療の効率的な提供の推進に関する目標  
■目標達成のために国が取り組むべき施策  

・保険者、医療機関その他の関係者の連携・協力  
・計画期間の医療費の見通し 等  

※健康増進計画、医療計画、介護保険事業支援計画との調和規定  

画策定年度の翌々年度）  

q全国医療費適正化計画、都道府県医療費適正化計画の進捗状況を評価、結果を公表  
堵β道府県から厚生労働大臣に対し診療報酬に関する意見を提出することができる  

保険者・  

医療機関  

に対する  

必要な助  

言又は援  

助等  

実績の評価（計画終了年度の翌年度）  

－全国医療費適正化計画、都道府県医療貴通正化計画の目標の達成状況等を評価、結果を公表  
牒β道府県から厚生労働大臣に対し診療報酬に関する意見を提出することができる  

】厚生労働大臣は、都道府県知事と協議の上、適切な医療を効率的に提供する観点から見て合   

理的であると認められる範囲で、都道府県の診療報酬の特例を設定することができる  

医療費適正化計画の作成一評価のため、保険者にレセプト情報の提供を義務づけ、国は調査・分析を行い、結果を公表   



高齢者の医療の確保に関する法律（抄）  

（医療費適正化基本方針及び全国医療貴通正化計画）  

第八条厚生労働大臣は、国民の高齢期における適切な医療の確保を図る観点から、医療に要する妻用の適正化（以下「医療費適正  
化」という0）を総合的かつ計画的に推進するため、医療費適正化に関する施策についての基本的な方針（以下「医療費適正化基本方  

針」という。）を定めるとともに、五年ごとに、五年を一期として、医療費適正化を推進するための計画（以下「全国医療費適正化計画」   
という。）を定めるものとする。  

2 医療費適正化基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一次条第一項に規定する都道府県医療貴通正化計画において定めるべき目標に係る参酌すべき標準その他の当該計画の作成   
に当たって指針となるべき基本的な事項  

二次条第一項に規定する都道府県医療費適正化計画の達成状況の評価に関する基本的な事項  

三 医療に要する費用の調査及び分析に関する基本的な事項  

四前三号に掲げるもののほか、医療費適正化の推進に関する重要事項  

3 医療費適正化基本方針は、医療法第三十条の三第一項に規定する基本方針、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第百十六  
条第一 項に規定する基本指針及び健康増進法（平成十四年法律第百三号）第七条第一項に規定する基本方針と調和が保たれたもの   
でなければならない。  

4 全国医療費適正化計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 国民の健康の保持の推進に関し、国が達成すべき目標に関する事項  

二 医療の効率的な提供の推進に関し、国が達成すべき目標に関する事項  

三 前二号に掲げる目標を達成するために国が取り組むべき施策に関する事項  

四第一号及び第二号に掲げる目標を達成するための保険者、医療機関その他の関係者の連携及び協力に関する事項  
五 計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項  

六 計画の達成状況の評価に関する事項  

七 前各号に掲げるもののほか、医療貴通正化の推進のために必要な事項  

5 厚生労働大臣は、医療費適正化基本方針及び全国医療費適正化計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係  

行政機関の長に協議するものとする。  

6 厚生労働大臣は、医療貴通正化基本方針及び全国医療費適正化計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表する  

ものとする。  
7 厚生労働大臣は、全国医療費適正化計画の作成及び全国医療費適正化計画に基づく施策の実施に関して必要があると認めるときは、  

保険者、医療機関その他の関係者に対して必要な協力を求めることができる。  

「ヽ⊃  
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（都道府県医療費適正化計画）  

第九条都道府県は、医療費適正化基本方針に即して、五年ごとに、五年を一期として、当該都道府県における医療費適正化を推進する  
ための計画（以下「都道府県医療費適正化計画」という。）を定めるものとする。  
2都道府県医療費適正化計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一 住民の健康の保持の推進に関し、当該都道府県において達成すべき目標に関する事項  
二 医療の効率的な提供の推進に関し、当該都道府県において達成すべき目標に関する事項  
三 前二号に掲げる目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策に関する事項  

四 第一号及び第二号に掲げる目標を達成するための保険者、医療機関その他の関係者の連携及び協力に関する事項  
五 当該都道府県における医療に要する費用の調査及び分析に関する事項  

六 計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項  
七 計画の達成状況の評価に関する事項  

八 前各号に掲げるもののほか、医療費適正化の推進のために都道府県が必要と認める事項  

3都道府県医療費適正化計画は、医療法第三十条の四第一項に規定する医療計画、介護保険法第百十八条第一項に規定する都道  
府県介護保険事業支援計画及び健康増進法第八条第一項に規定する都道府県健康増進計画と調和が保たれたものでなければなら   

ない。  

4都道府県は、都道府県医療費適正化計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係市町村に協議しなければなら  
ない。  

5 都道府県は、都道府県医療糞適正化計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを厚生労働大臣に提出するとともに、  
公表するものとする。  

6 都道府県は、都道府県医療費適正化計画の作成及び都道府県医療費適正化計画に基づく施策の実施に関して必要があると認める  
ときは、保険者、医療機関その他の関係者に対して必要な協力を求めることができる。   

（中略）   

（計画の進捗状況に関する評価）  

第十一条 都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県医療費適正化計画を作成した年度（毎年四月一日から翌年三月  
三十一日までをいう。以下同じ。）の翌々年度において、当該計画の進捗状況に関する評価を行うとともに、その結果を公表するものと   

する。  
2 厚生労働大臣は、厚生労働省令で定めるところにより、全国医療費適正化計画の作成年度の翌々年度において、当該計画の進捗  

状況に関する評価を行うとともに、その結果を公表するものとする。  
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（計画の実績に関する評価）  

第十二条都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県医療費適正化計画の期間の終了の日の属する年度の翌年度  
において、当該計画に掲げる目標の達成状況及び施策の実施状況に関する調査及び分析を行い、当該計画の実績に関する評価を   
行うものとする。  

2都道府県は、前項の評価を行ったときは、厚生労働省令で定めるところにより、その内容を厚生労働大臣に報告するとともに、これ   
を公表するものとする。  

3 厚生労働大臣は、厚生労働省令で定めるところにより、全国医療費適正化計画の期間の終了の日の属する年度の翌年度において、   
当該計画に掲げる目標の達成状況及び施策の実施状況に関する調査及び分析を行い、全国医療費適正化計画の実績に関する評価  
を行うとともに、前項の報告を踏まえ、関係都道府県の意見を聴いて、各都道府県における都道府県医療費適正化計画の実績に関   
する評価を行うものとする。  

4 厚生労働大臣は、前項の評価を行ったときは、これを公表するものとする。   

（診療報酬に係る意見の提出等）  

第十三条 都道府県は、第十一条第一項又は前条第一項の評価の結果、第九条第二項第二号に掲げる目標の達成のために必要が  
あると認めるときは、厚生労働大臣に対し、健康保険法第七十六条第二項の規定による定め及び同法第八十八条第四項の規定に  
よる定め並びに第七十一条第一項に規定する療養の給付に要する費用の額の算定に関する基準及び第七十八条第四項に規定する  

厚生労働大臣が定める基準（次項及び次条第一項において「診療報酬」という。）に関する意見を提出することができる。  
2 厚生労働大臣は、前項の規定により都道府県から意見が提出されたときは、当該意見に配慮して、診療報酬を定めるように努め   
なければならない。   

（診療報酬の特例）  

第十四条 厚生労働大臣は、第十二条第三項の評価の結果、第八条第四項第二号及び各都道府県における第九条第二項第二号に  
掲げる目標を達成し、医療費適正化を推進するために必要があると認めるときは、－の都道府県の区域内における診療報酬について、  
地域の実情を踏まえつつ、適切な医療を各都道府県間において公平に提供する観点から見て合理的であると認められる範囲内に  
おいて、他の都道府県の区域内における診療報酬と異なる定めをすることができる。  
2 厚生労働大臣は、前項の定めをするに当たっては、あらかじめ、関係都道府県知事に協議するものとする。   

（資料提出の協力及び助言等）  

第十五条厚生労働大臣又は都道府県知事は、第十一条第一項若しくは第二項の評価又は第十二条第一項若しくは第三項の評価  
を行うために必要があると認めるときは、保険者、医療機関その他の関係者に対し、必要な資料の提出に関し、協力を求めることが   
できる。  
2厚生労働大臣及び都道府県知事は、第十一条第一項若しくは第二項の評価又は第十二条第一項若しくは第三項の評価に基づき、  
保険者又は医療機関に対し、必要な助言又は援助をすることができる。  
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（中略）   

（概算後期高齢者支援金）  

第百二十条 前条第一項の概算後期高齢者支援金の額は、当該年度におけるすべての後期高齢者医療広域連合の保険納付対象紐  
の見込額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した当該年度におけるすべての保険者に係る加入者の見込総数で除して  

得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した当該年度における当該保険者に係る加入者の見込数を乗じて得た顔に、概算  
後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額とする。  
2 前項の概算後期高齢者支援金調整率は、第十八条第二項第二号及び第十九条第二項第二号に掲げる事項についての達成状況、  
保険者に係る加入者の見込数等を勘案し、百分の九十から百分の百十の範囲内で政令で定めるところにより算定する。   

（確定後期高齢者支援金）  

第百二十一条 第百十九条第一項の確定後期高齢者支援金の額は、前々年度におけるすべての後期高齢者医療広域連合の保険  
納付対象額の総植を厚生労働省令で定めるところにより算定した前々年度におけるすべての保険者に係る加入者の総数で除して  

得た薩に、厚生労働省令で定めるところにより算定した前々年度における当該保険者に係る加入者の数を乗じて得た故に、確定後  
期高齢者支援金調整率を乗じて得た窺とする。  

2 前項の確定後期高齢者支援金調整率は、第十八条第二項第二号及び第十九条第二項第二号に掲げる事項についての達成状況、  

保険者に係る加入者の数等を勘案し、百分の九十から百分の百十の範囲内で政令で定めるところにより算定する。  
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生活習慣病対策の取組  

基本的な方向  

○医療保険者（国保・被用者保険）に対し、40歳以上の被保険者・被扶養者を対象とする、内臓脂肪型肥満に着   
目した健診及び保健指導の事業実施を義務づける。  

○ 併せて、実施結果に関するデータ管理を義務づける。   

○ 各医療保険者の実施状況や成果を踏まえ、後期高齢者支援金の負担額について、加算▲減算を行う。  
（平成25年度より）  

主な内容  

○ 各医療保険者は、国の指針に従って計画的に実施する。（平成20年度より）   

○ 健診によって発見された要保健指導者に対する保健指導の徹底を図る。→ 指針において明示   

○ 被用者保険の被扶養者等については、地元の市町村国保で健診や保健指導を受けられるようにする。  
→ 医療保険者は市町村国保における事業提供を活用することも可能。   
（費用負担及びデータ管理は、利用者の属する医療保険者が行う。）  
→ 都道府県ごとに設置される保険者協議会において、都道府県が中心になって、効率的なサービス提供がなさ  
れるよう、各医療保険者間の調整や助言を行う。   

○ 医療保険者は、健診結果のデータを有効に活用し、保健指導を受ける者を効率的に選定するとともに、事業評  
価を行う。また、被保険者・被扶養者に対して、健診等の結果の情報を保存しやすい形で提供する。   

※ 市町村国保等の健診事業等に対して、一部公費による支援措置を行う。  
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高齢者の医療の確保に関する法律  

（特定健康診査等基本指針）  

第十八条厚生労働大臣は、特定健康診査（糖尿病その他の政令で定める生活習慣病に関する健康診査をいう。  
以下同じ。）及び特定保健指導（特定健康診査の結果により健康の保持に努める必要がある者として厚生労働  
省令で定めるものに対し、保健指導に関する専門的知識及び技術を有する者として厚生労働省令で定めるもの  
が行う保健指導をいう。以下同じ。）の適切かつ有効な実施を図るための基本的な指針（以下「特定健康診査等  
基本指針」という。）を定めるものとする。  
2 特定健康診査等基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一 特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査等」という。）の実施方法に関する基本的な事項  
二 特定健康診査等の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事項  
三 前二号に掲げるもののほか、次条第一項に規定する特定健康診査等実施計画の作成に関する重要事項  

3 特定健康診査等基本指針は、健康増進法第九条第一項に規定する健康診査等指針と調和が保たれたもの   
でなければならない。  

4～5（略）  

（特定健康診査等実施計画）  

第十九条 保険者は、特定健康診査等基本指針に即して、五年ごとに、五年を一期として、特定健康診査等の  
実施に関する計画（以下「特定健康診査等実施計画」という。）を定めるものとする。  
2 特定健康診査等実施計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一 特定健康診査等の具体的な実施方法に関する事項  

二 特定健康診査等の実施及びその成果に関する具体的な目標  

三 前二号に掲げるもののほか、特定健康診査等の適切かつ有効な実施のために必要な事項  
3 保険者は、特定健康診査等実施計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ   
ならない。  
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高齢者の医療の確保に関する法律  

（特定健康診査）  

第二十条保険者は、特定健康診査等実施計画に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、四十歳以上の加  
入者に対し、特定健康診査を行うものとする。ただし、加入者が特定健康診査に相当する健康診査を受け、その結  
果を証明する書面の提出を受けたとき、又は第二十六条第二項の規定により特定健康診査に関する記録の送付  
を受けたときは、この限りでない。  

（特定保健指導）  

第二十四条 保険者は、特定健康診査等実施計画に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、特定保健指導  
を行うものとする。  
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